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2025.04.01 制定 

居 宅 介 護 支 援 

重 要 事 項 説 明 書 
〈  2025年 4月 1日現在  〉 

 

１ 当施設が経営するサービスについての相談窓口 

電話  048－562－3189 （午前 8：30～午後 5：00 まで） 

担当： 管理者 中村  和代  ※ご不明な点は、なんでもお尋ね下さい。 

 

 

 

 

２ 事業者（法人）の概要 

名称・法人種別  医療法人 徳洲会 

代 表 者 名 東上 震一 

所在地・連絡先 

（住 所）大阪府大阪市北区梅田一丁目三番 1-1200号 

               

（電 話）06-6346-2888  （ＦＡＸ）06-6346-2889 

 

 

 

 

 

３ 事業所の概要 

（１）事業所の指定番号及びサービス提供地域 

事 業 所 名  老人保健施設あいの郷 居宅介護事業所 

所在地・連絡先 
(住 所) 埼玉県羽生市桑崎 196－1 

(電 話) 048-562-3189  (ＦＡＸ)  048-563-5700 

介護保険指定番号 居宅介護支援（埼玉県 1173900760 号） 

管理者の氏名 中村 和代 

サービス提供地域 羽生市 

※ 上記地域以外にお住まいの方でも、ご希望の方はご相談下さい。 
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（２）事業所の目的 

居宅介護支援事業所は、事業所の介護支援専門員が、要介護者等からの相談に応

じ、及び要介護者がその心身の状況や置かれている環境等に応じて、本人やその家

族の意向等を基に、居宅サービス又は施設サービスを適切に利用できるよう、サー

ビスの種類内容等の計画を作成するとともに、サービスの提供が確保されるよう指

定居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整その他の便宜の提供を行うこ

とを目的としています。 

 

（３）事業所の職員体制 

 計  

管理者:主任介護支援専門員 1 名  

主任介護支援専門員 1 名以上  

介護支援専門員 1 名以上  

 

（４）営業時間 

月曜日～土曜日 午前 8：30～午後 5：00  

日曜日 休 み 

年末年始（12 月 31 日～1 月 3 日） 休 み 

  ※ 緊急連絡先 048－562－3189（24 時間連絡体制） 

080－6653－1310（夜間・休日専用） 

 

４ 居宅介護支援の申込みからサービス提供までの流れと主な内容 

①
申 

 

請 

→  

②
要
介
護
認
定 

→  

③
ア
セ
ス
メ
ン
ト 

→  

④
ケ
ア
プ
ラ
ン 

→  

⑤
サ
ー
ビ
ス
提
供 

 

５ 緊急時における対応方法 

サ－ビス提供時に利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに

関係者及び関係機関への連絡を行なうなどの必要な措置を行う。 
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６ 利用料金 

（１）利用料 

要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負担はあ

りません。 

 

※ 保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合、１ヶ月につ

き要介護に応じて下記の金額をいただき、事業所からサービス提供証明書を発行いた

します。このサービス提供証明書を後日、市町村の窓口に提出しますと、全額払い戻

しを受けられます。 

 

要介護  1・ 2  1,086単位 11,316 円 

要介護  3・ 4・ 5  1,411単位 14,702 円 

 

加算料金  

 

初回加算  300単位 /月  3,126円  

特定事業所加算Ⅰ  519単位 /月  5,407円  

特定事業所加算Ⅱ  421単位 /月  4,386円  

特定事業所加算Ⅲ  323単位 /月  3,365円  

特定事業所加算 A 114単位 /月  1,187円  

通院時情報連携加算  50単位 /月  521円  

入院時情報連携加算Ⅰ  250単位 /月  2,605円  

入院時情報連携加算Ⅱ  200単位 /月  2,084円  

退院・退所加算（Ⅰ）イ  450単位 /回  4,689円  

退院・退所加算（Ⅰ）ロ  600単位 /回  6,252円  

退院・退所加算（Ⅱ）イ  600単位 /回  6,252円  

退院・退所加算（Ⅱ）ロ  750単位 /回  7,815円  

退院・退所加算（Ⅲ）  900単位 /回  9,378円  

緊急時等居宅カンファレンス加算  200単位 /回  2,084円  

ターミナルケアマネジメント加算  400単位 /月  4,168円  

特定事業所医療介護連携加算  125単位 /月  1,302円  

※算定要件を満たした場合、上記の料金が加算されます。 

※1単位の単価(6級地)：1単位 10.42円 
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（２）交通費 

前記３の（１）のサ－ビス提供地域にお住まいの方は無料です。それ以外の地域の

方は、介護支援専門員が訪問するための交通費の実費が必要です。なお自動車を使用

して訪問した場合の交通費は、サービス提供地域を超えた地点から1キロメートル当た

り15円です。 

（３）解約料 

お客様のご都合により解約した場合、下記の料金をいただきます。 

契約後、居宅サービス計画の作成段階途中で

解約した場合（アセスメント施行後） 

要介護 1・2 11,316 円 

要介護 3・4・5 14,702 円 

保険者（区市町村）への居宅サービス計画の届出

が終了後に解約した場合（アセスメント実施前） 
料金は一切かかりません 

 

７ 当事業所の居宅介護支援の特徴等 

（１）運営の方針 

介護保険法に基づき、高齢者が在宅で自立した生活が送れるよう総合的に支援し、

家庭並びに地域社会との結びつきを重視した運営を行う。 

（２）サービス利用のために 

事  項 有無 備  考 

介護支援専門員の変更 有 変更を希望される方はお申し出下さい 

調査（課題把握）の方法 － ＭＤＳ－ＨＣによる 

介護支援専門員への研修の実施 有 年4回以上研修を実施しています 

契約後、居宅サービス計画の作成 

段階途中でお客様のご都合により 

解約した場合の解約料 

有 前記6の（3）参照 

 

８ 居宅サービス計画作成の支援 

 利用者やその家族は、介護支援専門員が「居宅サービス計画（ケアプラン）」に位

置付ける居宅サービス事業所について下記の事項を介護支援専門員に求めることが

できます。                                 

① 複数の指定居宅サービスの事業所等の紹介 

② 当該事業所を居宅サービス計画（ケアプラン）に位置付けた理由 
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９ ケアマネジメントの中立性の確保 

①事業所のケアマネジメントの公正中立性を保つため、以下について利用者に別

紙のとおり説明を行います。 

・前6ヶ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護・地域密着型通 

所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

・前6ヶ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護・地域密着型通 

所介護、福祉用具貸与の各サービスの同一事業者によって提供されたものの割合 

 

②事業所は、介護サービス情報公表制度において情報公表を行います。 

 

１０  医療機関との連携 

①介護支援専門員は、利用者の同意を得て主治医へ情報提供します。 

②介護支援専門員は、利用者が入院する必要が生じた場合に、担当介護支援専門員の 

 氏名及び連絡先を医療機関に伝えるよう利用者・家族に求めます。 

 

１１  サービス内容に関する苦情 

 当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づいて

提供しているサービスについてのご相談・苦情を承ります。また、ハラスメントに関

する事案についても対応します。 

老人保健施設あいの郷 

居宅介護事業所 

苦情相談窓口責任者  中村 和代 

電 話  048－562－3189 

又は、当事業所以外に、市町村の相談、苦情窓口、埼玉県国民健康保険団体連合会に苦

情を伝えることができます。 

  埼玉県国民健康保険団体連合会(介護福祉課)  TEL 048－824－2568 

  羽 生市 役 所 (高 齢介 護 課 介護 保 険 係 )    TEL 048－561－1121 

  行 田 市 役 所 ( 高 齢 者 福 祉 課 )    TEL 048－556－1111 

  加 須 市 役 所 ( 高 齢 介 護 課 )    TEL 0480－62－1111 

      市 役 所 (介 護 保 険 担 当 係 )   TEL  
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１２  事故発生時について 

(1) 利用者に対する居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には速やかに市町

村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

(2) (1)の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録し、利用者に対する居宅介護

支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う

こととします。 

 

１３ 高齢者虐待防止について 

 当事業所は、利用者の人権擁護、虐待の防止等のために、以下に掲げる通りの必要な措

置を講じます。 

(1) 虐待防止に関して、担当者を選定します。 

(2) 成年後見制度の利用を支援します。 

(3) 苦情解決体制を整備しています。 

(4) 従業者に対して虐待防止を啓発・普及するための研修を実施します。 

(5) 当事業所従業者又は居宅サービス事業者、及び介護者等による虐待が疑われる場

合には、速やかに市町村へ通報します。 

 

１４  衛生管理・感染症予防について 

感染防止等に関する指針を作成し、感染症対策についての会議を定期的に開催しま

す。研修の参加や訓練を実施して感染症の予防及び蔓延防止に努めます。感染症の拡

大等が発生した場合も支援が継続できるよう計画を作成し、研修と訓練を実施します。 

 

１５  事業継続への支援について(自然災害等、感染症の拡大) 

    自然災害等が発生した場合においても、利用者が継続して指定居宅介護支援を 

   受けられるように業務継続計画の作成と研修、訓練(シュミレーション)を行います。

また、行政や地域の事業所との協力体制を構築するなど有事への備えを行います。 
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１６ 身体拘束等への適切な対応 

当事業所は、身体拘束等を利用者様等がその人らしい生活を営むことを阻害する

行為とし、生命または身体の保護のために緊急やむを得ない場合を除き、行っては

ならない行為とします。緊急やむ得ない場合についてもその理由と経過を記録し、

代替方法の検討を行い、早期に解除できるように取組みます。職員は定期的に研修

を受講し、必要な知識を共有します。 

老人保健施設あいの郷 

居宅介護事業所 

虐待防止に関する責任者  中村 和代 

電 話  048－562－3189 

 

１７ ハラスメントについて 

   ハラスメントについての規定を定め、対応します。研修等に計画的に参加し、適

切な対応ができるように努めます。    

利用者またはその家族から事業所職員またはサービス事業所職員がハラスメント

(その疑いがある行為)を受けた場合は、利用中止等を含めた対応をさせていただき

ます。例えば、暴言・暴力、性的発言・行為、相手の尊厳を傷つける発言等を指し

ます。 

 

１８ 秘密の保持について 

(１) 従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業員で 

ある期間及び従業員でなくなった場合においても、その秘密を保持すべき旨を、 

従業者との雇用契約の内容とします。 

(２) 事業者は、利用者及びその家族の個人情報について「個人情報保護に関する法律」 

及び厚生労働省が作成した「医療・介護関係者における個人情報の適切な取扱いの 

ためのガイドライン」を遵守し、適切な取扱いに努めるものとします。 

(３) 事業者が得た利用者及び家族の個人情報については、利用者への介護サービスの提 

供以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については利用 

者及びその家族の了解を得るものとします。 
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個人情報の利用目的 
（令和 6年 4月 1日現在） 

介護老人保健施設あいの郷では、利用者様の尊厳を守り、安全に配慮する施設理念の下、

お預かりしている個人情報について、利用目的を以下のとおり定めます。 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

〔介護老人保健施設内部での利用目的〕 

・ 当施設が利用者様等に提供する介護サービス 

・ 介護保険事務 

・ 介護サービスの利用者様にかかる当施設の管理運営業務のうち 

－入退所等の管理 

－会計・経理 

－事故等の報告 

－当該利用者様の介護・医療サービスの向上 

〔他の事業者等への情報提供を伴う利用目的〕 

・ 当施設が利用者様等への提供する介護サービスのうち 

－利用者様に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業

所等との連携（サービス担当者会議等）、照会への回答 

－利用者様の診察等にあたり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 

－検体検査業務の委託その他の業務委託 

－家族等への心身の状況説明 

・ 介護保険事務のうち 

－審査支払機関へのレセプトの提出 

－審査支払機関または保険者からの照会への回答 

・ 損害賠償保険などにかかる保険会社等への相談または届出等 

【上記以外の利用目的】 

〔当施設の内部での利用にかかる利用目的〕 

・ 当施設の管理運営業務のうち 

－医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

－当施設において行われる学生の実習への協力 

－当施設において行われる事例研究 

〔他の事業者等への情報提供にかかる利用目的〕 

・ 当施設の管理運営業務のうち 

－外部監査機関への情報提供 

－当施設の広報誌、ホームページ等への写真等の掲載 
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個人情報使用同意について 
 

1. 使用する目的について 

サービス計画に沿って円滑にサービスを提供するために実施されるサービ

ス担当者会議及び介護支援専門員との連絡調整等において必要な場合 

 

利用者が自らの意思によって介護保険施設へサービス利用に伴う必要最小

限度の情報の提供 

 

2. 使用する事業者の範囲 

利用者が提供を受けるすべてのサービス事業者・医療機関 

 

3. 使用する期間 

あいの郷サービスの利用意思の表明（申込書の提出）された時点から契約で

定める期間 

 

 

◆入退所連携に伴う、サービス事業者・医療機関等との連携構築・情報提供 

・居宅介護支援事業所 

   ・介護サービス施設 

   ・協力医療機関（羽生総合病院等）及びその他の医療機関（主治の医師・歯科） 

   ・入所、入院、再入所等に情報共有を行うことで、連携体制の構築を行います。 

    ※関連施設連動テシステム（電子カルテ）を使用します。 

 

◆急変に備えた協力医療機関との情報共有 

 ・入所者の病状が不安定かつ急変の恐れがある場合や急変が生じた場合等の協力医

療機関及び主治の医師への相談・連絡等に使用します。 

 

◆私（利用者）、及びその家族の個人情報については、上記に記載するとおり必要最

小限の範囲内で使用することに同意します。 
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     年   月   日 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づ

いて重要な事項を説明しました。 

 

  事業者 名 称    医療法人 徳洲会 

  住 所  大阪府大阪市北区梅田一丁目三番 1-1200号 

            

  理事長   東上 震一      

   

事 業 所 老人保健施設あいの郷 居宅介護事業所 

 

説 明 者 氏 名             印 

 

 

私は、契約書及び本書面により、事業者から居宅介護支援についての重要  

事項の説明を受けました。 

 

 利用者 住 所                          

        

  氏 名                 印 

 

代理人 

  住 所                          

       

氏  名                印【続柄     】 

 


